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2025 年日本国際博覧会「テーマウィーク」に全体協賛 

地球規模の課題解決へ英知結集のプログラム開催 

 

日本経済新聞社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：長谷部剛）は、2025 年日本国際博

覧会（大阪・関西万博）において、万博期間中に開催される「テーマウィーク」に全体協賛する

ことが決定しました。テーマウィークは大阪・関西万博を主催する公益社団法人 2025 年日本国

際博覧会協会が地球規模の解決に向けて世界の英知を結集して対話による解決策を探り、「いの

ち輝く未来社会」の創造を目指す取り組みです。日本経済新聞社はこうした理念に共感し、テー

マウィークの成功に向けて様々なプログラムの企画や運営などを担います。 

 

テーマウィークでは１週間ごとに異なる地球的課題をテーマに設定し、公式参加国、日本国政

府・自治体、共創事業参加者、出展企業等が集まり解決策を話し合う「対話プログラム」や、具

体的な行動のための「ビジネス交流」などを実施します。日本経済新聞社はこれまでグローバル

な課題を議論し、提言する「世界経営者会議」や「アジアの未来」などの大型イベントを開催し

てきました。こうした知見や実績を生かして、大阪・関西万博のテーマウィークにおいて地球規

模の課題への新たな解決策を作り出せるように協力し、世界に発信していきます。 

 

今後は、2025 年日本国際博覧会協会とともに、大阪・関西万博の成功に向けてテーマウィーク

の準備を進めていきます。 

 

 

 

日本経済新聞社について 

日本経済新聞社は 1876 年以来、140 年以上にわたってビジネスパーソンに価値ある情報を伝えてきました。約 1500 人

の記者が日々、ニュースを取材・執筆しています。主力媒体である「日本経済新聞」の販売部数は 164 万部、2010 年 3

月に創刊した「日本経済新聞 電子版」をはじめとするデジタル有料購読数は 99 万で、有料・無料登録を合わせた会員

数は 610 万を上回っています。 
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